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自民・公明両党は12日、2020年度の税制改正大綱を

決定し公表した。主な内容は以下の通り。

NISAについては、非課税期間５年間の一般NISAを、

2024年から、低リスクの投資信託などに対象を絞った

年20万円の積立枠と、上場株式などにも投資できる年

102万円の枠の２階建てに見直した上で、口座開設可

能期間を５年延長。

また、非課税期間20年間の現行つみたてNISAは５年

延長し、ジュニアNISAは、利用実績が乏しいことか

ら延長せず、新規の口座開設を2023年までとする。

未婚のひとり親に対しては、2020年分以後の所得税か

ら、既存の寡婦（夫）控除を適用する。また寡婦（夫）控除について、寡婦に寡夫と同じ所得制限（所得500万円（年収678万円））を設

ける。

併せて、住民票の続柄に「夫（未届）」、「妻（未届）」の記載がある場合には、控除の対象外とする。

さらに、子ありの寡夫の控除額（現行所得税27万円、住民税26万円）について、子ありの寡婦（所得税35万円、住民税30万円）と同

額とする。

所有者不明土地については、登記簿等に所有者として登記等がされている場合、相続人等に対し、「現に所有している者」として、

氏名、住所その他固定資産税の賦課徴収に必要な事項を申告させることができる制度を創設する。

また、固定資産の所有者が一人も明らかとならない場合、その使用者を所有者とみなして固定資産課税台帳に登録し、固定資産

税を課すことができることとする。
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2014年１月に導入された少額投資非課税制度（NISA）では、NISA口座への株式等投資は

年間総額120万円、最大600万円までの投資に対する譲渡益及び配当金が非課税となって

います。そのため、非課税に魅力を感じ株式等の投資を開始された方も少なくありません。

しかし、NISA口座で取得した上場株式等の譲渡損失は原則ないものとみなされ、他の口

座で生じた譲渡益等との損益通算や、翌年度以降への譲渡損失の繰越ができず注意が必

要です。新制度導入の際は、常に魅力的な言葉が用いられますが、その裏に隠れている

デメリットを理解することが大切です。



問題解決には、問題の本質を見極めることが重要で
す。そのためには、論理的思考が必要であり、問題解
決を効率的に進めることができます。

１. ゼロベース思考とは
過去の成功体験や自社・自部門の常識にとらわれて、
その経験や常識に基づいた思考しか出来ない場合、そ
の枠の外にある解決法を見落としてしまうことがあり
ます。
ゼロベース思考とはこのような自分たちの常識や既成
概念をいったんリセットしてしまい、白紙に戻した上
で、考える枠を大きく広げて新しい可能性を求める思
考方法のことです。

２. 既存の枠を取り除く方法
それでは、既存の枠からどう抜け出せば良いのでしょうか。人間はそれぞれ自分の思考回路を持ち、そのフィルターを通して考
えています。
その思考回路というのは、今までの経験や周りの環境から影響を受けて形成されたものです。したがって、論理的に考えるのを
阻害するのがこの思考回路です。
ある組織に長期間所属したり、いつも同じ志向を持つ人たちと一緒にいる時間が長い人などは、この個性的なものの見方やその
組織や業界のルールにどっぷり浸ってしまっている場合が多くあります。
しかし、一番重要な問題は、自分では「その偏見・先入観に対して自覚症状がない」ということです。
知らず知らずのうちにそのような枠にとらわれて考えてしまっているのです。その枠を取り除くには、意識的に次の行動をとる
ことが必要です。
まず、業界の常識を疑ってみることです。「この問題は専門家がいないと解決できない」⇒「専門家のいないわが社では解決できな
い」ではなく、「専門家でないと解決できない問題」という常識を疑い、一旦取り払うことによって新たな可能性を考えます。たと
えば、「業界大手のＡ社と業務提携をすることで解決できないか」などです。
自分が所属する部門や、自分の立場（役職）を一度忘れ、自社内にはびこる暗黙のルールや慣習から抜け出すことを実践すること
です。
そして、自分の成功体験の下、いつもそのやり方を踏襲することを、意識的に抑制するように心がけることです。
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「問題解決には論理的思考が大事」というのは定説になりつつあります。

論理的思考とは「因果関係を整理し、筋道を立てて考える」とありますが、この論理的に考えることを阻害する

大きな要因が、今までの経験や組織・業界の慣習です。自分ではその偏見や先入観に対して自覚症状がなく知

らず知らずのうちに枠に囚われています。

まずは課題に対して「なぜできないのか？」ではなく「どうすればできるのか」という思考パターンを持ちます。

さらに問題発見の際には常に頭の中に「そもそも～」や、「理想は何だろうか？そのために必要なのは～」と呟き

ながら、時には自分の立場や所属する部門を忘れて考える習慣が必要です。
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